
地域自律的な事業承継支援の実現に取り組む

自治体を支援します

～事業承継で地域の未来をつなぐ～
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概要

⚫ 経済産業省北海道経済産業局は、後継者不在による「惜しまれながら廃業」を減少させ、事

業承継により地域の活力を維持・向上させていくため、事業承継支援に意欲的に取り組む自

治体を支援※することとし、今般、支援を希望する自治体の募集を開始しました。

⚫ 道内自治体から3カ所程度を選定の上、地域の現状把握やワークショップ、意見交換会を開催

し、約半年間にわたり、自治体独自のアクションプラン策定を伴走支援します。また、これ

らの取組を通じて地域の関係機関との有機的な体制構築を促します。

⚫ 併せて、事業承継支援の具体的手法について、取組ポイントや留意点を整理するとともに、

道内自治体を中心に事業承継支援の実例を収集し、自治体が事業承継支援に取り組むにあた

り参考になるようなマニュアルを作成します。

⚫ 本事業の成果については、年度末に自治体職員向け報告会を開催し、道内に広く周知するこ

とにより、自治体を中心とした地域自律的な事業承継支援の拡大を促進します。

※2024年度の事業承継関連調査・実証事業（本資料P7～9参照）を拡大し、新たに伴走支援を実施



⚫ 【１】【２】で得られた情報等を盛り込んだ報告書を作成

⚫ 道内自治体に広く周知するため、成果報告会を開催

【実施予定時期】2026年2月末（報告書公表）／2026年3月（成果報告会）

【１】自治体が行う事業承継支援に対する
伴走支援（実証）
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⚫ 支援自治体の募集・選定（3自治体程度）

⚫ 選定した自治体による事業承継支援にかかるアクショ
ンプランの策定支援

【実施予定時期】2025年8月（自治体募集）

2025年9月（自治体選定）

2025年9月～2026年1月（策定支援）

事業の全体像

⚫ 道内外の自治体へのヒアリング等を通じて、以下の事
項を整理

・事業承継支援の具体的手法の取組ポイント、留意点等

・道内を中心とした自治体による事業承継支援事例
（具体的手法の実例）

【実施予定時期】2025年8月～11月

【２】事業承継支援の具体的手法等の整理
（調査）

【３】報告書の作成・報告会（成果の周知・展開）

地域が自律的に行う事業承継支援のさらなる拡大
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【１】自治体が行う事業承継支援に対する伴走支援（実証）

⚫ 事業承継支援に意欲のある道内自治体を募集・選定（3自治体程度）し、自治体による事業承

継支援アクションプラン策定を当局が伴走支援。

⚫ 地域の関係機関との有機的な連携体制を構築した上でアクションプランが策定されるよう、

フォローアップを実施。

アクションプラン策定支援（約5ヶ月間）支援自治体の募集・選定

既に事業承継支援に取り組ん
でいるが、現在の取組をさら
に強化したい自治体

事業承継支援に取り組み始
めたばかりの自治体

事業承継支援に取り組めて
いないが、すぐに取組を開
始したい自治体

＜想定する支援自治体＞

（A自治体）
プラン

（B自治体）
プラン

（C自治体）
プラン

アクション
プラン策定

①ワークショップの開催

③定期的な意見交換によるフォローアップ

②地域の関係機関との連携
体制の構築

アクションプラン策定に向けた
関係者間の共通認識の醸成

自治体と関係機関による
地域の現状・支援ニーズの整理 自治体、商工団体、金融機関、

事業承継・引継ぎ支援センター
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【２】事業承継支援の具体的手法等の整理（調査）

事業承継支援の具体的手法 整理イメージ

⚫ 自治体が事業承継支援に取り組むための気づきや参考情報の提供を目的に、調査を実施。

⚫ 調査を踏まえて整理する項目は以下のとおり。

① 事業承継支援の具体的手法（アンケート、セミナー、補助金等）のポイント、留意点等

② ①で整理した手法の実例として、道内を中心とした自治体による事業承継支援事例を収集

①事業承継支援の具体的手法 ②自治体が実施する事業承継支援事例

自治体が実施する事業承継支援事例 整理イメージ

手法２：啓発セミナー

手法１：アンケート調査

取組手順
１．アンケート対象の選定・抽出
×××××××××××××××××××

２．設問項目の企画検討
×××××××××××××××××××

３．送付・回答・方法設計
×××××××××××××××××××

４．回収・分析のポイント
 ×××××××××××××××××××

留意点
※１．送付にあたっては経営者以外が見ることを意識し、封筒等の表面
に「事業承継」というワードを使わない。
※２．×××××××××××××××××××××

事業承継支援の取組
令和●年●月に商工会と連携した事業承継検

討協議会を立ち上げ（手法５）、地域における
事業承継の事業連携が可能な場を設置。その後、
商工会の会員を対象としたアンケート調査を開
始（手法１）した。
そのアンケート結果を踏まえ、「廃業を考え

ている」と回答した事業者に対し、商工会の経
営相談員とセンターの担当が訪問（手法７）し、
具体的フォローに向けて連携している。

実施における工夫
※１．×××××××××××××××××××
※２．×××××××××××××××××××

●●町が実施する事業承継支援
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【３】報告書作成・成果報告会の実施（成果の周知・展開）

⚫ 【１】選定自治体の伴走支援、【２】具体的手法等の整理の実施内容を報告書にまとめ、道

内自治体が事業承継支援に取り組むためのヒントを提供。

⚫ 本事業実施により得られた成果を報告会で広く周知することで、自治体を中心とした自律的

な事業承継支援が全道的に拡大・波及することを期待。

報告書の作成 成果報告会の開催

成果報告会 実施イメージ

選定自治体の担当者を招聘し、本事業で策定したアク
ションプランを報告（2026年3月(予定)）

自治体職員が気軽に手に取りやすい「実践マニュアル」
として作成

＜構成（素案）＞

1．収集・整理した情報の内容
①事業承継支援の具体的手法
②自治体が実施する事業承継支援事例

2．伴走支援の内容
①選定自治体における取組の現状等
②構築した地域の支援機関との連携体制
③選定自治体策定のアクションプラン

3．自治体が事業承継支援に取り組むためのヒント
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【参考１】2024年度事業承継関連調査・実証事業
⚫ 2024年度は、道内初の取組である「道内自治体における事業承継支援の実態把握調査」に加え、

個別自治体とともに支援方向性を検討する「意見交換会」、先行事例等から取組のヒントなど

を提供する「ガイドブック」等による普及啓発を一体的に進める事業を実施。

⚫ 自治体は、高い信頼性を持つとともに地域の事業者にとって身近な存在。関係機関を束ねる旗

振り役、ハブ機能、専門機関への橋渡しなど、自治体に求められる役割を整理。

道内179自治体向けアンケート調査の実施

道内自治体の事業承継支援の取組状況を把握。
約55％が支援に取り組めていないと回答。

意見交換会の実施

美瑛町・増毛町において、今後の事業承
継支援の方向性を検討する意見交換会を
実施し、両町にて今後の事業承継支援に
向けた取組方針を作成。

ガイドブックの作成

自治体職員向けに、本事業で得られた情
報等をまとめたガイドブックを作成。ガ
イドブックでは、自治体が事業承継支援
に取り組む上での有用なヒントとして、
「5つの視点」を提示。
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【参考１】2024年度事業承継関連調査・実証事業

⚫ 意見交換会を開催し、個別自治体毎の今後の事業承継支援に向けた取組の方向性を検討。
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【参考１】2024年度事業承継関連調査・実証事業

事業承継支援ガイドブック（当局HP）
https://www.hkd.meti.go.jp/hokic/20250313/guidebook.pdf

⚫ ガイドブックでは、自治体が事業承継支援に取り組む際のヒントとして「5つの視点」を提示。

https://www.hkd.meti.go.jp/hokic/20250313/guidebook.pdf
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【参考２】北海道の「後継者不在率」の動向

⚫ 2024年の北海道における後継者不在率は65.7％。

⚫ 全国都道府県の中では秋田、鳥取、島根に次ぐワースト4位で引き続き深刻な状況。

（出典：北海道「後継者不在率」動向調査（2024）（帝国データバンク調査））

都道府県別 後継者不在率
（2024年調査時点比）

都道府県別 後継者不在率上位北海道における後継者不在率の推移



11

【参考３】北海道の「休廃業・解散件数に占める黒字企業の割合」

⚫ 2024年の道内企業の休廃業・解散件数は、過去最多の2,715件、前年比20.6％増。

⚫ 北海道における「休廃業・解散件数に占める黒字企業の割合」（2024年）は52.1％。

（出典：北海道内企業「休廃業・解散」動向調査（2024）（帝国データバンク調査））

北海道内「休廃業・解散」推移
「資産超過型」「黒字」
休廃業・解散件数 推移
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【参考４】北海道事業承継・引継ぎ支援センターの概要
⚫ 事業承継・引継ぎ支援センターは、全国47都道府県に設置する公的相談窓口として、中小企
業の事業承継に関するあらゆる相談にワンストップで対応。

⚫ 北海道においては、札幌商工会議所に運営を委託。札幌本部に加えて、道内8箇所の商工会議
所にサテライトを設置することで道内全域をカバーしており、相談・成約件数も増加傾向。

支援スキーム

事業承継診断の実施

中小企業・小規模事業者

事業承継ネットワーク構成機関

事業承継・引継ぎ支援センター

相談対応

親族内承継支援 親族外承継支援

役員・従業員承継 第三者承継(M&A)

ニーズに応じた様々な支援

事業承継計画策
定支援

株主移転
代表権変更

後継者不在企業に
対するマッチング支援

北海道事業承継・引継ぎ支援センター 支援体制

北海道事業承継・引継ぎ支援センター 実績

札幌本部

札幌商工会議所
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